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医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況把握に関する調査専門チーム 

報告 

 

平成24年10月31日 

 

 

中央社会保険医療協議会の診療報酬調査専門組織・医療機関等における消費税負担に関する分

科会において、医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況について、予備的調査を行い、

今後実施する本調査における調査事項の把握、課題の整理及び調査票・調査方法等の検討を行う

ため、医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況把握に関する調査専門チーム（以下「調

査専門チーム」）が設置された（別紙：メンバー名簿）。 

これまで、第1回（平成24年9月26日）、第2回（同年10月9日）、第3回（同年10月24

日）と計 3 回に亘って議論を行ったところ、調査専門チームとして、以下のとおり本調査を実施

するのが適当ではないかとの結論を得たので、報告する。 

 

 

Ⅰ 設備投資等に関する趨勢の分析（43医療機関等のデータから読み取れる傾向） 

調査専門チームでは、医療機関等における設備投資等の状況に関し、医療機関等43施設（病

院13施設、一般診療所10施設、歯科診療所10施設、薬局10施設）の設備投資等について、

それぞれ平成23年度の固定資産台帳に記載されている平成14年4月から平成24年3月まで

の 10 年分のデータのほか、追加的に各種データを収集し、以下のとおり、その趨勢の分析を

行った。 

 

１．総取得価額及び総件数で見た全般的な傾向（固定資産台帳から得たデータ） 

病院1は、一般診療所、歯科診療所及び薬局2と比較して、過去10年間における総取得価額及

び総件数ともに圧倒的に規模が大きい（表1）。また、病院、一般診療所、歯科診療所及び薬局

のいずれにおいても、施設ごとの総取得価額と総件数には概ね比例関係があると言える状況に

なっている（図1）。 

                                                  
1 病院においては、総取得価額は、3施設が100億円を超えるほか、ほとんどの施設が10億円以上であり、総

件数は、最も多い施設が3,338件、最も少ない施設でも108件である。 
2 一般診療所、歯科診療所及び薬局においては、総取得価額は、最も高額で約2億円、中心となるのは1,000万

円以上6,000万円未満であり（1,000万円未満は7施設）、総件数は、最も多い施設で187件、中心となるのは

10数件から60件未満、最も少ない施設は2件である。 
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（表1）平成14年4月～24年3月の間に取得された資産の施設ごとの総取得価額及び総件数 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 
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（図1）施設ごとの総件数・総取得価額の分布 

 

 

 

２．1件当たり取得価額で見た傾向（固定資産台帳から得たデータ） 

過去 10 年間における資産の取得状況について、1 件当たり取得価額で見ると、病院3は、1

億円以上を含め相対的に金額の高いものを多数有する一方、総件数では相対的に少額な500万

円未満のものが大部分を占めている。一般診療所、歯科診療所及び薬局4は、1億円以上のもの

は薬局に1件、5,000万円以上1億円未満のものは歯科診療所に1件及び薬局に1件あるのみ

であり、病院と比較して取得価額の高い資産が少ない（表2）。 

なお、病院における1件当たりの取得価額が1億円以上のものは、25億円以上30億円未満

が1件、15億円以上20億円未満が3件、5億円以上10億円未満が8件、1億円以上5億円未

満が94件となっており、資産種別では「建物（※）」「器械備品（※）」に集中している（表3）。 

（表2）平成14年4月～24年3月の間に取得された階級区分（一件当たり取得価額）ごとの資産の状況（その1） 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 

 
                                                  
3 病院においては、1件当たり1億円以上の資産が総件数の0.7％であるのに対し（ただし、総取得価額ベース

では全体の45％弱）、1件当たり500万円未満の資産が総件数の88％を占めている。 
4 一般診療所、歯科診療所及び薬局においては、いずれの施設も500万円未満の資産が総件数の90％以上を占

めている。 
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（表3）平成14年4月～平成24年3月に取得された階級区分（1件当たり取得価額）ごとの資産の状況（その2）

（相対的に高額な資産に着目） 

※「建物」には付属設備を、「構築物」には駐車場・倉庫等を、「器械備品」には医療用器械備品とその他

器械備品を含む。 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 
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３．資産種別で見た傾向（固定資産台帳から得たデータ） 

過去10年間における施設ごとの設備投資等を固定資産台帳上の記載に応じて「建物（※）」「構

築物（※）」「器械備品（※）」「車両」「ソフトウェア」「その他」の資産種別に区分すると、病院5は、

いずれの施設においても「建物」「構築物」「器械備品」に大きな金額を投資しており、一件当

たり取得価額では「建物」の取得価額が、件数では「器械備品」の件数が大きくなっている。 

一般診療所、歯科診療所及び薬局6においては、「建物」「構築物」については相対的に大き

な金額を投資している施設と全く投資していない施設が混在している。一方、「器械備品」に

ついては件数・金額にばらつきはあるものの、どの施設も一定の投資をしている（表4）。 

（表4）平成14年4月～平成24年3月に取得された資産種別ごとの状況 

※「建物」には付属設備を、「構築物」には駐車場・倉庫等を、「器械備品」には医療用器械備品とその他

器械備品を含む。 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 

 

 

                                                  
5 「建物」は、約4,800万円～約62億円、42件～227件。「構築物」は、約150万円～約3億7,000万円、1件

～27件。「器械備品」は、約1,900万円～約76億7,500万円、28件～3,191件。 
6  「建物」は、最も高額で約1億2,000万円、最も多い施設で23件。「構築物」は、最も高額で約990万円、

最も多い施設で14件。「器械備品」は、42万円～約1億7,400万円、1件～156件。 
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４．社会保険診療（調剤）収入と資産の総取得価額との関係について（固定資産台帳から得たデ

ータ、総収入・保険診療（調剤）収入のデータは平成23年度分のみ追加入手） 

資産の総取得価額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）で線引きする考え方

（後述Ⅱの１．（２）参照）について議論があったことから、社会保険診療（調剤）収入と資

産の総取得価額の関係について調査した。ここでは、資産の総取得価額については、総収入に

社会保険診療（調剤）収入が占める割合（平成23年度分。以下「保険診療（調剤）収入割合」

という。）を乗ずる処理をした。 

（１）平成23年度の保険診療（調剤）収入割合 

病院、一般診療所、歯科診療所及び薬局いずれも概ね 80％台以上であり、特に薬局は

平均値が98％とほぼ100％に近くなっている（なお、一般診療所の中には、保険診療（調

剤）収入割合が相対的に低い施設がある。）（表5の「Ｂ÷Ａ」の欄参照）。 

（２）資産の総取得価額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）の過去 10 年の

「平均値」 

過去10年間の資産の総取得価額の社会保険診療（調剤）収入に対する割合の「平均値」

を見ると、資産の総計では、病院及び歯科診療所は4.5％前後、一般診療所及び薬局は2％

前後となっている。資産の種別ごとでは、病院、歯科診療所及び薬局は「建物」及び「器

械備品」の割合が相対的に大きく、一般診療所は「器械備品」の割合が相対的に大きい（表

5）。 

（３）資産の総取得価額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）の過去 10 年の

「年次推移」 

過去 10 年間の資産の総取得価額の社会保険診療（調剤）収入に対する割合の「年次推

移」をそれぞれについて見ると、以下のとおりである（図2～図5）。 

・ 病院は、総計では、年度によっては 50％に達するものがある一方、10％以内に収まっ

ているケースが大半を占めている。「建物」のみを取り出した場合には、40％に達するも

のがある一方、5～10％以内に収まるケースが大半であり、「器械備品」のみを取り出し

た場合には、20％に達するものがある一方、5％程度に収まるケースが大半である（図2）。 

・ 一般診療所は、「建物」についての投資があった場合には全体の率が30％程度に跳ね上

がるケースがあり、また、「器械備品」に対する投資により15％程度に跳ね上がるケース

があるが、全体的には10％程度に収まるケースが大半である（図3）。 

・ 歯科診療所は、「建物」を新築したケースが 2 件ほどあり、振れ幅が大きくなっている

（図4）。 

・ 薬局は、「建物」についての投資があった場合に比率が跳ね上がっているが、全体的に

は5％程度に収まるケースが大半である（図5）。 
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（表5）平成23年度の総収入及び社会保険診療（調剤）収入と、平成14年4月～平成24年3月に取得された資産

種別ごとの投資額との関係（その1） 

※「建物」には付属設備を含み、「器械備品」には医療用器械備品とその他器械備品を含む。 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 

※控除対象外消費税の状況を把握するに当たり、当該資産の用途について、消費税が非課税である社会保

険診療（調剤）の場合と、その他の課税されるサービスの場合とを区分し、後者に係る投資額部分を除く

必要がある。このため、年間平均とするため10年分の取得価額総額を10で割った上で、総収入に社会保

険診療（調剤）収入が占める割合（保険診療収入割合）を乗じた。 

 

（単位：千円） 



8 
 

 

（図2）社会保険診療収入に占める投資の割合の推移（病院） 

※平成23年度の保険診療（調剤）収入に対する各年度の投資額の割合。投資額は、実際の取得価額に保

険診療（調剤）収入割合を乗じたものとした。以下図5まで同じ。  

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。以下図5まで同じ。 

 

 

 

 

（図3）社会保険診療収入に占める投資の割合の推移（一般診療所） 
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（図4）社会保険診療収入に占める投資の割合の推移（歯科診療所） 

 

 

 

308.8％ 140.4％

215.2％ 
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（図5）社会保険調剤収入に占める投資の割合の推移（薬局） 

 

 

 

 

５．その他の留意点等（固定資産台帳から得たデータ、追加入手したデータ） 

（１）リース契約や賃貸契約7、建物等の修繕8や、30 万円以下の少額な資産9については、会計

上「固定資産」ではなく、経常的な「費用」として処理する場合がある。リース及び再リー

ス契約、賃貸契約の契約総額の資産の総取得価額に対する割合は、特に一般診療所及び薬局

において非常に高くなっている（表 6）。他方、修繕費や少額資産の「費用」処理について

は、資産の総取得価額の概ね1％未満となっている（表7、表8）。ただし、リース契約及び

賃貸契約の総額については平成24年9月26日現在で有効な契約に係るもののみについての

データであり、修繕費及び少額資産については、過去3年分のみのデータであることに留意

が必要である。 

                                                  
7 総取得価額に占めるリース契約及び再リース契約の平均割合は、病院及び歯科診療所が約5％、一般診療所が

約18％、薬局が約15％。賃貸借契約の割合は、病院が約2％、一般診療所が約18％、歯科診療所が約1％、薬

局が約230％（薬局は、賃貸借契約全期間の賃貸料を一括して計上しているものを含んでいる）。 
8 総取得価額に占める「費用」処理したケースの契約金額の平均割合は、病院が0.3％、一般診療所が0.1％、

歯科診療所が0.7％、薬局が1.8％。 
9 総取得価額に占める「費用」処理したケースの契約金額の平均割合は、病院が0.1％、一般診療所が1.4％、

歯科診療所が0.6％、薬局が0.4％。 
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（表6）リース契約及び賃貸契約の状況 

■設問：平成24年9月26日現在、賃貸契約やリース契約により保有している土地（※）・建物・物品で、固

定資産台帳に掲載されていないものがありますか。ある場合、その詳細についてお答えください。 

※土地の取得は消費税非課税であるため集計からは除いている。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（表7）費用処理（建物・付属設備の修繕）の状況 

■設問：平成21年4月～平成24年3月までの期間に行った建物及び付属設備資産に係る修繕のうち、減価

償却せず（固定資産台帳に掲載せず）、経費処理したものがありますか。ある場合、その詳細につ

いてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（表8）費用処理（少額資産）の状況 

■設問：建物修繕の設問で回答いただいたものを除き、平成21年4月～平成24年3月までの期間に、本来、

固定資産として計上すべきもののうち、税法の優遇措置その他の理由のため、購入時に費用処理し、

固定資産台帳に記載していない資産がありますか。ある場合、その詳細についてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（２）国や地方自治体等からの補助金の状況について調査したところ、補助金を受けた施設は

病院に多く、当該施設における資産の総取得価額に占める補助額の割合は5％未満のものが

多い。回答のあった全ての施設の資産の総取得価額との関係では、病院が3.4％であるほか

は、いずれも1％未満である。 

（表9）補助金の状況 

■設問：平成14年4月～平成24年3月までの期間に、補助金を利用して取得した資産がありますか。ある

場合、その詳細についてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（３）現物寄付を受ける形で取得した資産について調査したところ、該当する施設は病院に 3

施設があるのみであり、総取得価額に占める該当資産額の割合も病院が0.1％となっている

のみである。 

（表10）現物寄付の状況 

■設問：平成14年4月～平成24年3月までの期間に、固定資産の現物寄付を受けたことがありますか。あ

る場合、その詳細についてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（４）同じ種別の資産であっても、施設間で、取得時の購入価格（単価）の水準に差異がある。

過去10年間に新築した「建物」について調査したところ、その用途は病棟、職員宿舎等様々

であるが、平米単価は約12万円から約36万円まで幅がある。 

（表11）建築単価の状況（過去10年間に新築した建物があるかどうか） 

■設問：平成14年4月～平成24年3月までの期間に、新築した建物資産がありますか。ある場合、その詳

細についてお答えください。 
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Ⅱ 今後実施する本調査の調査項目を特定するための議論 

 

１．「高額投資」の範囲について 

「高額投資」については、今後実施する本調査における調査項目を特定する観点から、その

対象範囲についてある程度のイメージを持つ必要があり、その観点から各委員の持つイメー

ジについてコメントが行われた（調査専門チームにおいて対象範囲を絞り込む意図を持って

議論を行ったものではない）。 

 

（１）1件の取得価額（絶対額）で線引きする考え方について 

① 「高額投資」の「高額」のイメージについては、例えば 5 億円以上の資産、というよう

な形で、1件の取得価額（絶対額）で線引きする考え方があるのではないか。 

② 「絶対額」で線引きする考え方に関しては、単に取得価額だけではなく、対象となる資

産について、 

・資産種別（固定資産台帳上の「建物」「器械備品」などの区分）で限定する考え方や、 

・資産の機能、内容（特定の医療機器など）で限定する考え方や、 

・資産の耐用年数で限定する考え方 

などがありうるのではないか。 

③ 建物や医療機器等について、標準的な価額を設定し、それを何らかの対応をする上での

上限とする考え方があるのではないか。 

④ 絶対額で線引きする考え方に対しては、一般診療所や歯科診療所においては数百万、数

十万レベルの資産も「高額」との受け止めになるのではないか。 

 

（２）資産取得総額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）で線引きする考え方に

ついて 

①（一般診療所や歯科診療所においては数百万、数十万レベルの資産も「高額」との受け止

めになるのではないか、との認識から、）ある年度の資産取得総額が社会保険診療（調剤）

収入に対する割合が一定水準を超える場合に措置の対象とする、というような、「相対率」

で線引きする考え方があるのではないか。 

②（①の考え方に関して、）病院、診療所といった施設の類型によって費用構造が大きく異な

るため、施設類型ごとに異なる率で線引きする、という考え方がありうるのではないか。 

③ 相対率で線引きする考え方については、「高額」という言葉の理解の仕方として、一般国

民の感覚に合致するのかどうか。 

 

２．固定資産台帳上把握不可能な「投資的」経費について 

今回の予備的調査は、基本的に医療機関等から提供を受けた固定資産台帳上のデータに基

づいて行ったものであるが、例えば 

・医療機器等をリースや賃貸で保有している場合のリース料、賃料 

・建物の修繕費 
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・額が小さい投資 

については、必ずしも固定資産台帳に計上されず、「費用処理」されるケースがあるが、こう

したケースを「高額投資に関する措置」の対象とするかどうかは検討が必要なのではないか。 

※ 上記の投資的な経費が、固定資産台帳に計上されている資産の取得価額総額との関係

で、どの程度の規模となっているかについて把握するために、別途の調査を行ったとこ

ろである（調査の結果については、上記Ⅰの５．（１）を参照）。 

 

３．補助金や現物寄付により取得した資産について 

補助金を受けて購入した資産や、現物寄付により取得した資産については、該当部分につ

いては医療機関等に消費税負担が発生しないはず。 

※ 補助金や現物寄付の額が、資産の取得価額総額との関係で、どの程度の規模となって

いるかについて把握するために、別途の調査を行ったところである（調査の結果につい

ては、上記Ⅰの５．（２）及び（３）を参照）。 

 

４．調査専門チームで認識された論点（医療機関等における消費税負担に関する分科会又は社会保

障審議会医療保険部会での検討が想定されるもの） 

（１）高額投資の対象範囲を特定するための線引きを、１件の取得価額の絶対額で行うか、年間資

産取得総額の社会保険診療（調剤）収入に対する割合で行うか。 

（２）高額投資の対象範囲を、資産の種別や機能等に着目して特定すべきかどうか。 

（３）高額投資の対象範囲を、資産の種別や機能等に着目して特定するとした場合、その価額に関

して、標準的な価格を何らかの形で設定し、それを上限として対応するかどうか。 

（４）施設類型別（病院、一般診療所、歯科診療所、薬局）で区分して対象範囲を設定するかどう

か。 

（５）固定資産台帳に計上されず費用処理されているリース契約、賃貸契約、修繕及び少額資産を

どのように取扱うか。 
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Ⅲ 調査手法（案） 

「高額投資」の対象範囲については様々な考え方があり得るところであるが、今後行う本調

査においては、今後の医療機関等における消費税負担に関する分科会等における「高額投資」

の範囲についての議論のベースとなるデータを、できる限り幅広く把握することが本来的には

求められている。他方、調査項目が多くなり過ぎると、調査票への回答率が低下し、十分な回

答数を得ることができなくなる恐れがある。 

以上のような制約があることを踏まえ、調査専門チームとしては、以下の手法により本調査

を実施すべきではないかとの結論に至った。 

 

１．調査データ入手方法 

医療機関等に対して、①直近の事業年（度）に係る固定資産台帳のデータ、②調査票に対す

る回答、の提出を依頼する。 

固定資産台帳のデータから得られる情報は本調査の受託業者が整理・集計することとし、本

調査において必要なデータはできる限り固定資産台帳のデータから入手する。医療機関等に対

し回答の記入に係る作業負担を求める調査票で取得する情報は、固定資産台帳のデータからは

得られないもののみに絞り込む。 

  

２．調査項目 

 

（１）固定資産台帳で取得する情報 

項目 理由 集計に係る負担

階級区分別の資産の取

得価額（過去5年の年度

別） 

「高額投資」の対象範囲について、単純に資産

の総取得価額によって「区分」することの是非

が議論される可能性があるため。 

小 

資産の総取得価額（過去

5年の年度別） 

「高額投資」の対象範囲について、社会保険診

療（調剤）収入に対する資産の総取得価額の割

合によって「区分」することの是非が議論され

る可能性があるため。 

小 

資産種別（※）ごとの資

産の取得価額（過去 5

年の年度別） 

※「建物」「構築物」「器械備品」

「ソフトウェア」等 

「高額投資」の対象範囲について、固定資産台

帳に記載されている資産種別に着目して「区分」

することの是非が議論される可能性があるた

め。 

小 

耐用年数ごとの資産の

取得価額（過去5年の年

度別） 

「高額投資」の対象範囲について、固定資産台

帳に記載されている耐用年数に着目して「区分」

することの是非が議論される可能性があるた

め。 

小 
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（２）調査票で取得する情報 

① 基本データ（「開設者」の種別、「開設者変更の状況」、「病床の状況」等のほか以下の項目） 

項目 理由 回答に係る負担

社会保険診療（調剤）収

益額 

（直近の３事業年度） 

・「高額投資」を特定するための線引きが、社会

保険診療（調剤）収入に対する資産の総取得価

額の割合とされる可能性があるため。 

・保険診療（調剤）収入割合を算出するため。 

小 

総収益額・医業収益額 

（直近の３事業年度） 

保険診療（調剤）収入割合を算出するため。 小 

② 設備投資の状況 

項目 理由 回答に係る負担

医療機器等の分類ごと

の資産の取得価額（過去

5年の年度別） 

「高額投資」の基準を設ける際に、医療機器等

の分類に着目して「区分」される可能性がある

ため。 

大 

新築した建物の平米単

価等（過去 5 年の年度

別） 

建設費について、標準的な価格を設定し、対応

の上限とする考え方があるのではないかとの意

見があったため。 

中 

リース契約・賃貸契約に

より保有する資産のリ

ース料・賃貸料総額（過

去5年の年度別） 

固定資産台帳上把握不可能な「投資的」経費に

ついて、「高額投資に関する措置」の対象とする

かどうか検討が必要なのではないかとの意見が

あったため。 

中 

固定資産台帳に計上さ

れていない建物・付属設

備修繕の契約金額（過去

3年の年度別） 

固定資産台帳上把握不可能な「投資的」経費に

ついて、「高額投資に関する措置」の対象とする

かどうか検討が必要なのではないかとの意見が

あったため。 

中 

補助金を利用して取得

した資産の取得価額・補

助額（過去 5 年の年度

別） 

消費税の実際の負担額を明確にする観点から、

補助金を利用して取得した資産についての対応

に関する議論があったため。 

中 

 

（参考）該当する金額の比率が小さいため本調査では対象としない項目 

項目 理由 

固定資産台帳に計上され

ていない少額資産の取得

価額 

会計上「費用処理」されている少額資産についての対応に関する

議論があった。 

現物寄付を受ける形で取

得した資産の取得価額 

消費税の実際の負担額を明確にする観点から、現物寄付を受ける

形で取得した資産についての対応に関する議論があった。 
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３．調査対象及び客体数 

（１）調査対象 

社会保険による診療・調剤を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬

局を対象とする。 

（２）客体数 

病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局それぞれ約1,000施設程度、合計約4,000施

設程度に依頼する。 

 

４．調査方法 

（１）固定資産については、直近に終了した事業年（度）の固定資産台帳について原則エクセル

形式での提出を求め、過去5年のうちに取得した固定資産を抽出する。 

（２）その他の調査内容については、調査票による調査とする。 

 

５．集計 

データの集計については、「高額投資」の範囲についての様々な考え方に応じて、対象とな

る投資の件数ベースや金額ベースでの比率を把握することが可能になるように、以下のとおり

の集計を行う。 

（１）取得価額による階級区分別に把握 

① 単純に取得価額のみに着目した集計（表1（2頁）・表2（3頁）のイメージ） 

② 建物、構築物、器械備品等、資産の種類別の集計（表3（4頁）・表4（5頁）のイメージ） 

③ 耐用年数別の集計 

④ 医療機器・調剤用機器・医療情報システムの分類別の集計 

（２）施設単位での年度ごとの資産の総取得価額の社会保険診療（調剤）収入額に対する比率を、

階級区分別に把握 

（３）リース契約・賃貸契約の状況（表6（11頁）のイメージ） 

（４）費用処理されている建物等の修繕の状況（表7（12頁）のイメージ） 

（５）補助金の状況（表9（14頁）のイメージ） 

（６）建築単価の状況（表11（16頁）のイメージ） 

 

６．スケジュール 

（１）調査開始時期：平成25年1月中旬目途 

【理由】厚生労働省と受託業者との契約に係る諸手続き（外部審査含む）に、最短でも本年 12

月中旬頃までかかる。また、年末を控えた時期の調査票等の発送は、受け取る医療機関

等側の負担となるほか、年末・年始をまたぐことで回答率が低下するおそれがある。 

（２）受託業者から厚生労働省に対する報告時期：平成25年3月末目途 

【理由】平成25年1月中旬までに調査票等を発送、医療機関等における回答作成作業等に3週

間程度、医療機関等からの回答等の提出を受けて受託業者が行う整理・集計作業に2か

月弱程度を想定。 
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